
利 益 の 処 分 に 関 す る 書 類

（平成24年７月９日）

単位：円

Ò 当期未処分利益 8¶561¶125
EEEEEE

当期総利益 8¶561¶125

Ó 利益処分額

積立金 8¶561¶125
ÖÖÖÖÖÖ

行政サービス実施コスト計算書

（平成23年４月１日～平成24年３月31日）

単位：円

Ò 業務費用 1¶276¶062¶011

\ 損益計算書上の費用

研究業務費 963¶978¶336

一般管理費 328¶697¶321

雑損 41¶436

臨時損失 1¶877¶943
EEEEEE

1¶294¶595¶036

] （控除）自己収入等

普及業務収入 －545¶302

受託収入 －4¶904¶134

シンポジウム収入 －334¶000

科学研究費間接費収入 －10¶566¶000

寄附金収益 －2¶000¶000

財務収益 －5¶646

雑益 －177¶943
EEEEEE

－18¶533¶025
EEEEEE

Ó 引当外賞与見積額 －44¶098

Ô 引当外退職手当増加見積額 4¶721¶633

Õ 機会費用

国有財産無償使用の機会費用 113¶881¶600
EEEEEE

Ö 行政サービス実施コスト 1¶394¶621¶146
ÖÖÖÖÖÖ
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当事業年度より、改訂後の独立行政法人会計基準を適用して、財務諸表等を作成しております。

重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準

業務達成基準を採用しております。ただし、人件費及び一般管理費については期間進行基準を

採用しております。

２．減価償却費の会計処理方法

有形固定資産・無形固定資産は、定額法を採用しております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15年 工具器具備品 ４年～８年 ソフトウェア ５年

３．賞与支給に係る引当金及び見積額の計上方法

職員の賞与については財源措置がなされているため、賞与に係る引当金は計上しておりません。

また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、独立行政法人会計基準第

88第２項に基づき賞与支給に係る当期増加額を計上しております。

４．退職手当に係る引当金及び見積額の計上方法

職員の退職手当については財源措置がなされているため、退職手当に係る引当金は計上してお

りません。

また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職手当増加見積額は、自己都合退職金

要支給額の当期増加額に基づき計上しております。

５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

国有財産無償使用の機会費用の計算方法は、近隣の賃貸料を参考に算出しております。

６．消費税等の会計処理

税込方式を採用しております。

貸借対照表注記

１．期末における賞与見積額は、25¶994¶257円であります。

２．期末における退職手当の要支給総額の見込額は、328¶805¶252円であります。

損益計算書注記

１．※１ その他の研究業務費のうち主要な費目及び金額

謝金 181¶965¶576円

研究業務委託費 121¶084¶294円

人材派遣費 76¶337¶670円

データベース経費 56¶405¶259円

２．※２ その他の一般管理費のうち主要な費目及び金額

賃借料 92¶907¶731円

一般業務委託費 43¶698¶143円

３．※３ 固定資産除却損のうち主要な固定資産名及び金額

建物（パーテーション） 1¶802¶538円

キャッシュ・フロー計算書注記

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 374¶815¶427
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円

資金期末残高 374¶815¶427
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円

２．人件費支出には、退職手当及び法定福利費を含んでおります。

行政サービス実施コスト計算書注記

１．国有財産無償使用の機会費用

国有財産の無償使用面積は、1¶578•50flであります。

1¶578•5fl÷3•3fl×19¶840円×12ヶ月＝113¶881¶600円
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